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総務省地上デジタルテレビジョン放送

受信相談センター対応結果
及びアナログ放送終了時の入電について
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総務省 地上デジタルテレビジョン放送受信相談センター
総務省 テレビ受信者支援センター



はじめに
２１年度は、２０年度の約2.5倍に相当する45万4,827件の相談が寄

せられた。相談は年々具体的な内容が多くなってきており、このうち、

各地 デジサポ 現地対応を依頼 た件数 件 相談件各地のデジサポに現地対応を依頼した件数は1万5,474件で、相談件

数の3.4％にあたる。

今後 アナログ終了時期が近づくにつれ 入電数は増加していくもの今後、アナログ終了時期が近づくにつれ、入電数は増加していくもの

と予測するが、未対応世帯を確実にデジタル移行させるためには、さら

に周知広報を強化し 相談を喚起するとともにデジサポ等による現地に周知広報を強化し、相談を喚起するとともにデジサポ等による現地

対応の強化が求められる。

また アナログ終了時期には短期間に多くの相談が集中するものとまた、アナログ終了時期には短期間に多くの相談が集中するものと

推測されるため、関係団体が連携して対応する体制の構築と相談の前

倒し・分散の取組も必要である。倒し 分散の取組も必要である。

２０１１年の完全デジタル化に向け、国民・視聴者の相談窓口の核と

なる同センターの果たす役割はさらに重要になってくると考える。
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１．地デジコールセンター業務概要
■電話相談業務電話相談業務

国民・視聴者等から電話にて寄せられる地上デジタルテレビ放送の受信に関する質問、疑問およ

び相談等に対して、適切な受信方法の解説や説明等の対応を実施することにより、視聴者に理解

の醸成を図る業務。

○所在地 川崎市高津区

○受付電話番号 ・ナビダイアル ０５７０－０７－０１０１ ※固定電話から全国一律1分10円で通話可能

・ＩＰ電話用 ０３－４３３４－１１１１

・デジサポ岩手 ０１９－９０３－０１０１

・デジサポ愛媛 ０８９－９０３－０１０１

・デジサポ沖縄 ０９８－９９３－１００２デジサポ沖縄 ０９８ ９９３ １００２

○業務時間 平日９～２１時、土日祝日９～１８時（年始３日間は休止）

○要員と回線数 統括監理者、統括事務取扱者、システムエンジニア各1名

技術専門相談員（ＴＳＶ） 専門相談員（ＳＶ） 一般相談員（ＯＰ）

4 5月 6 9月 10 3月 4 5月 6 9月 10 3月 4 5月 6 9月 10 3月

表１ TSV・SV・OP要員数（21年度）

4,5月 6-9月 10-3月 4,5月 6-9月 10-3月 4,5月 6-9月 10-3月

平日(9-17) ８ ２２ ２５ ４ １１ １３ ２５ ６７ ７５

平日(17-21) ４ ４ ６ ２ ３ ３ １３ １３ １８
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土日祝 (9-18) ５ １７ １９ ３ ９ １０ １５ ５２ ５７



２．入電数と相談件数
○21年度の入電数は昨年度比約140％の541,938件、相談件数は昨年度比約245％の454,827件で○ 年度 入電数 昨年度比約 , 件、相談件数 昨年度比約 , 件

応対率は83.9％であった。

○IP用電話回線経由の件数は28,923件で全体の6.4％である。

○21年7月24日にはＮＨＫ総合テレビで、“特番「完全デジタル化まであと２年」”が放送され、終了直

後から約2時間にわたり電話が集中し、入電数は14,019件（相談件数2,963件、応対率19.9％)を記

録した。また、22年3月には相談件数が初めて5万件を超えた。

○1件の電話で複数の相談があるため、相談事項数は相談件数を上回る。21年度の相談事項数は

1,312,107件で相談件数の約2.9倍にあたる。
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3図１ 月別相談件数（H16～21年度）

（ ）内は相談項目数総計と

１相談あたりの相談項目数

図２ 相談件数の推移
（H15～21年度）
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３．相談件数（地域別）
（１）地域別相談件数

関東
中国

4.4％

四国

2.4％

九州

7.4%

10.3%
○地域別の相談件数比率では、関東が40.0％ と多くを占めてい

る。東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の首都圏からの相談
は約15.9万件で、全体の35％を占めている。

○三大広域圏の占める割合は64 7％である 相談の地域分散化 n=454,827
40.0%

東海

8.4％

近畿

16.3％

○三大広域圏の占める割合は64.7％である。相談の地域分散化
の傾向は見られるが、ここ数年大きな変化はない。

○20年度と比較し、相談件数が3倍以上に増加した都道府県は
10府県である。

○21年10月から地域の電話番号による相談受付を開始した沖縄 信越

1.6％
北陸

1.0％

○21年10月から地域の電話番号による相談受付を開始した沖縄
県、岩手県、愛媛県、自治体との連携が強い佐賀県や山形県
の増加率が顕著である。 図３ 地域別相談件数比

50 000

60,000 

70,000 

１９年度 ２０年度 ２１年度 20年度 21年度 増加率

1 沖縄 887 5,985 675％

2 岩手 1 068 4 006 3 ％

表2増加率と相談件数

30,000 

40,000 

50,000 2 岩手 1,068 4,006 375％

3 佐賀 532 1,995 375％

4 山形 447 1,540 345％

5 愛媛 1,395 4,678 335％

0 

10,000 

20,000 

北青岩宮秋山福東神千埼群栃茨山新長富福石愛岐三静大京和兵奈滋広岡島鳥山愛徳高香福佐長熊大宮鹿沖

6 富山 398 1,322 332％

7 福岡 4,351 14,082 324％

8 宮城 1,830 5,758 315％

9 山梨 891 2 752 309％
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図４ 県別相談件数（地域不明を除く）
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9 山梨 891 2,752 309％

10 大阪 11,007 33,874 308％



３．相談件数（地域別相談発生率）
（２）地域別相談発生率

○相談発生率は、相談件数を平成１７年度国勢調査の世帯数（4,950万）で除したもので、全国平均
は0.82％である。

○発生率が一番高い都道府県は沖縄県の1.22％である。これは、地域電話番号による相談窓口開
設と沖縄県独自支援事業周知パンフレットの全県配布によるものと考えられる設と沖縄県独自支援事業周知パンフレットの全県配布によるものと考えられる。

○全国平均を上回っているのは、首都圏や北関東、大阪府、京都府、奈良県、滋賀県、山口県、沖
縄県等である。

○UHFアンテナ設置率の低い首都圏や弱電界地域（栃木県、茨城県、京都府など）からの相談が多
いい。

○富山県は0.35％と低いが、これはケーブルテレビ普及率が比較的高いことによるものと推測され
る。
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図５ 地域別相談発生率（地域不明を除く）
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４．相談内容（概要）
（１）概要
○相談内容で一番多いのは「受信方法」で全体の83.5％(379,577件)が問い合わ
せている。他の項目と比べて突出しており、受信設備に関する知識をさらに
普及させていく必要がある。

○「受信エリア・送信諸元」については、52 2％で20年度に比べて減少傾向に○ 受信エリア 送信諸元」については、52.2％で20年度に比 て減少傾向に
ある。

○「受信機器」や「苦情」については、毎年増加傾向にあり、特に「機器」
は、6～8月及び年度末に増加した。

○放送事業者や電気店等を案内する相談は徐々に増加してきており 全体の○放送事業者や電気店等を案内する相談は徐々に増加してきており、全体の
37.6％を占めている。

○相談のうち地域のデジサポへ対応を依頼した件数は、 15,474件で相談件数
（45.5万件）の3.4％にあたる

100%

受信方法 エリア 機器

案内 受信障害 苦情

価格 特徴 その他

83.5％

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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図６ 相談内容（母数は相談件数）
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図７ 相談内容の推移



４．相談内容（苦情）
（２）苦情

○地上デジタル放送に関する苦情は117 03件で全体の25 7％を占めている 特に費用負担に○地上デジタル放送に関する苦情は117,03件で全体の25.7％を占めている。特に費用負担に

対する苦情が65,542件であり、20年度と比較し大幅に増加した。

○費用負担に関する苦情の内容は、“生活保護世帯のみへ支援では不十分”、“年金生活者

などの経済弱者を考えていない”、“国の施策なのだから、受信設備も国が負担すべき”

など。

○周知方法に関する苦情は、“もっとわかりやすく、徹底した周知が必要”、“テレビス

ポットでは時間が短い、もっと取り上げるべき”など。

○デジタル化を進める政策については、“もっと早い時期から助成金制度をもうけるべきだっ

た”、”国の施策なのだから具体的な支援策を強化しろ“などの苦情が多い。

○その他として、中継局の早期建設や区域外受信、地デジ難視対策衛星放送の対象地域拡大な

どの提言がある

0 25,000 50,000 75,000

どの提言がある。

8,255

5,095

65,542

18,756

費用負担

周知方法（周知・広報・報道）

10,552

6 729

17,673

デジタル化（政策等）

その他

１９年度

２０年度
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図９ 苦情内容
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５．地デジコールセンター電話番号の入手先
○「放送」が26.4％と最も多く、次いで「全戸配布」 が16.4％、 「インターネット」が15.2％となってい○ 放送」 最も多く、次 戸配布」 、 イ タ ッ 」 な

る。

○「全戸配布」による相談件数は74,680件で全体の16.4％を占めている。20年度との比較では、「全

戸配布」の影響により、「放送」 が7.4ポイント、「インターネット」が 2.8ポイント減少しているが、「全

戸配布」を除くと構成比は大きく変わってはいない。

○その他は、チラシ・パンフレット、イベント、雑誌、人に聞いた、などが含まれる。

○放送による周知は効果が大きく、コールセンターの電話番号を表示した時点で入電が集中するた

め 一時的に応対率が低下する 電話番号表示の際は入電が平準化するような取り組みも必要め、 時的に応対率が低下する。電話番号表示の際は入電が平準化するような取り組みも必要

である。

○苦情など相談内容が厳しく、番号入手先の聞き取りができない「不明」が15.6％を占めている。

新聞 放送 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 行政 電器店 ＣＡＴＶ ﾒｰｶｰ 全戸配布 不明 その他

33.8%

15.5%

18.0%

24.3%

9.0%

17.5%

21.2%

15.1%

２０年度

１９年度

26.4% 15.2% 5.1% 16.4% 15.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

２１年度

8図１０ 地デジコールセンター電話番号の入手先



６．デジサポとの連携
○地デジコールセンターから地域のデジサポへ現地対応を依頼する相談は、“アンテナ工事をしたが

映らない”等の受信不良や障害対策共聴・集合住宅の対応等、現地の受信状況を熟知した現場
対応を要する相談。

○デジサポへの対応依頼件数は、15,474件で相談件数（45.5万件）の3.4％にあたる。１万世帯あたり
の対応依頼件数は全国平均で3 2件である。の対応依頼件数は全国平均で3.2件である。

○デジサポへの転送率が一番高い都道府県は鹿児島県で11.8％、1万世帯あたりの転送件数では、
群馬県（9.4件）が一番多い。

○全国平均を上回っているのは、千葉等や北関東、21年10月から地域電話番号を開設した岩手等、
愛媛 沖縄等 および熊本等 長崎県等である愛媛、沖縄等、および熊本等、長崎県等である。

15

デジサポ対応率（%） デジサポ対応件数（１万世帯あたり）[％] [件]

10

群馬 9.4件
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9図１１ 対応依頼件数と発生率
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（１）苦情件数

７．ケーブルテレビ事業者の営業に対する苦情・相談

○ケーブルテレビ事業者の営業活動に対する苦情は93件（12事業者）で20年度の292件に対し、約1/3に減少
した。相談件数の増加も考慮すると発生率は約1/7に減少した。

○相談者の住所は東京が圧倒的に多く、全体の50％(41件)を占めている。

○事業者が判明している相談は89件（12事業者）で、苦情は全国的に発生している。

（２）苦情の主な内容

○“○○キャンペーン”と称して勧誘に来た。内容を十分確認しないまま契約してしまったため、解約を申
し出たところキャンペーン中の解約には違約金が発生すると言われた。

○5月1日でアナログの端末を撤去すると言ってきた アナログ放送終了までは アナログのサ ビスを続け○5月1日でアナログの端末を撤去すると言ってきた。アナログ放送終了までは、アナログのサービスを続け
るべきではないか。

○実際には個別アンテナで映る地域なのに、ケーブルテレビ会社が“難視聴地域なのでケーブルテレビにし
ないと地デジは映らない”と詐欺まがいの勧誘を行っている。

○何度も断っているにもかかわらず、勧誘の電話がくる。○何度も断っているにもかかわらず、勧誘の電話がくる。

○勧誘員の質が悪い。地デジの知識もなく、誤った情報で地域住民の不安を与え、ケーブル加入へと誘導し
ている。国からきちんと指導して欲しい。

表３ 事業者別
苦情件数40

19年度(152件) 20年度(292件) 21年度(93件)
120

20

25

30

35
19年度(152件) 20年度(292件) 21年度(93件)

23件

60

80

100
19年度(152件) 20年度(292件) 21年度(93件)

20年度 21年度

苦情件数 292 93

A社 103 49

B社 45 21

0

5

10

15

0

20

40

C社 18 4

D社 14 0

E社 11 3

その他 89 12

不明 12 4

41件

10
図１２ 地域別苦情件数 図１３ 苦情件数の推移

0

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

0

東京 大阪 神奈川 埼玉 兵庫 愛知 千葉 その他



８．デジサポ地域番号の相談状況
○21年10月から地域電話番号を開設した３県の相談件数計は9,850件で20年10～3月と比較し、数

446％に増加している。地域に馴染みのある電話番号による相談窓口の開設が潜在的な相談需
要の掘り起こしに効果があることを示している。

○地域の電話番号は、周知広報の徹底により徐々に増加しており、ナビダイヤルを上回る相談件数
となった。となった。

○特に沖縄県では、県独自の支援事業の周知パンフレットを全戸に配布したため、１月の地域番号
構成比は、83.2％に達した。

表４ 相談件数の推移(21年10月～22年3月)

20年度同期間 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 増加率

相談件数(岩手） 670 380 336 493 446 411 666 2,732 408%

地域番号再掲(岩手） --- 150 156 238 264 224 421 1,453 

相談件数(愛媛） 977 292 340 420 549 560 815 2,976 305%

地域番号再掲(愛媛） --- 65 110 171 339 347 575 1,607 

相談件数(沖縄） 560 499 583 679 1,105 626 650 4,142 740%

地域番号再掲(沖縄） --- 171 289 428 919 466 454 2 727

1,200 
地域番号(岩手）

1,200 
地域番号(愛媛）

1,200 
地域番号(沖縄）

地域番号再掲(沖縄） 171 289 428 919 466 454 2,727 

相談件数計 2,207 1,171 1,259 1,592 2,100 1,597 2,131 9,850 446%

地域番号再掲 --- 386 555 837 1,522 1,037 1,450 5,787 
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図１４ 相談件数推移（岩手県） 図１５ 相談件数推移（愛媛県） 図１６ 相談件数推移（沖縄県）



９．今年度の取組
○従来、地デジに関する問い合わせは、地デジコールセンターの全国共通番号で受けていたところ、

これに加え デジサポが 地デジに関する樹陰相談対応を強化するため 地域ごとに受信相談対これに加え、デジサポが、地デジに関する樹陰相談対応を強化するため、地域ごとに受信相談対
応のための電話番号を設け、地域の方々に親しみやすい市外局番で受付を開始。

○また、１０月を目途にコールセンターの増強(現２センター、新設２センター)を図り、テクニカル
サポート センターを構築して２３年度の入電数増加に備え体制整備を図る。

総合通
信局

地域 センター名 電話番号

石狩振興局、後志総合振興局、空知総合振
興局の一部（北海道北テレビ受信者支援セ
ンターの担当地域を除く地域）、胆振総合振
興局及び日高振興局の地域

デジサポ道央 011-351-1155

空知総合振興局の一部（深川市、妹背牛町、
秩父別町 雨竜町 北竜町及び沼田町） 上

近畿

滋賀県 デジサポ滋賀 077-503-0101

京都府 デジサポ京都 075-330-3030

大阪府 デジサポ大阪 06-7637-1010

兵庫県 デジサポ兵庫 078-330-0101

奈良県 デジサポ奈良 0742-90-2222
北海道 秩父別町、雨竜町、北竜町及び沼田町）、上

川総合振興局、留萌振興局、宗谷総合振興
局及びオホーツク総合振興局の地域

デジサポ道北 0166-30-0101

十勝総合振興局、釧路総合振興局及び根
室振興局の地域 デジサポ道東 0154-99-0101

渡島総合振興局及び檜山振興局の地域 デジサポ道南 0138-38-0101

青森県 デジサポ青森 017-771-1010

和歌山県 デジサポ和歌山 073-403-4141

中国

鳥取県 デジサポ鳥取 0857-33-4800

島根県 デジサポ島根 0852-35-5411

岡山県 デジサポ岡山 086-899-6060

広島県 デジサポ広島 082-553-0101

東北

岩手県※ デジサポ岩手 019-903-0101

宮城県 デジサポ宮城 022-745-1500

秋田県 デジサポ秋田 018-803-1100

山形県 デジサポ山形 023-606-1100

福島県 デジサポ福島 024-505-1010

茨城県※ デジサポ茨城 029-307-0101

広島県 デジサポ広島 082-553-0101

山口県 デジサポ山口 083-963-4400

四国

徳島県 デジサポ徳島 088-603-0200

香川県 デジサポ香川 087-883-5521

愛媛県※ デジサポ愛媛 089-903-0101

関東

栃木県※ デジサポ栃木 028-333-3331

群馬県※ デジサポ群馬 027-202-1100

埼玉県※ デジサポ埼玉 048-610-8080

千葉県※ デジサポ千葉 043-333-7100

東京都区部及び島部※ デジサポ東京中央 03-6743-0500

東京都多摩地区※ デジサポ東京西 042-716-2525

高知県 デジサポ高知 088-813-0000

九州・

福岡県 デジサポ福岡 092-303-0101

佐賀県 デジサポ佐賀 0952-43-1212

長崎県 デジサポ長崎 095-804-5500

熊本県 デジサポ熊本 096-300-8800
神奈川県※ デジサポ神奈川 045-345-0110

山梨県※ デジサポ山梨 055-213-2200

信越
新潟県 デジサポ新潟 025-333-0011

長野県 デジサポ長野 026-403-2100

北陸

富山県 デジサポ富山 076-403-0101

石川県 デジサポ石川 076-203-0101

九州
沖縄 大分県 デジサポ大分 097-515-8300

宮崎県 デジサポ宮崎 0985-68-2211

鹿児島県 デジサポ鹿児島 099-833-2020

沖縄県※ デジサポ沖縄 098-993-1002

※ 岩手 愛媛 沖縄ではすでに実施済み 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉
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福井県 デジサポ福井 0776-31-0101

東海

岐阜県 デジサポ岐阜 058-203-5400

静岡県 デジサポ静岡 054-333-5700

愛知県 デジサポ愛知 052-308-3930

三重県 デジサポ三重 059-993-5511

※ 岩手、愛媛、沖縄ではすでに実施済み。茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、
東京、神奈川及び山梨では５月１０日（月）から、それ以外の道府県に
ついては５月２４日（月）から開始予定。



１０．来年７月のピーク時の入電数の予測

700,000

米国停波時のコール数
約６０万件

【最大６０万コール】

事前周知が直前まで不足

入電数

600,000

米国停波時のコ ル数
より推計

事前周知が直前まで不足

していたと考えられる

米国停波時の場合

【最小２０万コール】

400,000

500,000
【最小２０万コール】

ほぼ全世帯に対策を行った珠洲市

のリハーサルの場合 珠洲市リハーサル時の
コール数より推計

約２１万件

300,000

BSアナログハイビジョン

約１１万件
米国アナログ停波当日（31.7万コール）→●
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図１７ 事例実績によるピーク時入電予測(日付・曜日調整済み、受信機普及率１００％)
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１１．電話問合せのコール集中を分散する必要性

○ＢＳアナログハイビジョンの停波やアナログ周波数変更対策、米国におけるアナログ停波等
の経験に鑑みれば、来年７月１日における電話問合せの集中を回避するためには、特に
アナログ視聴者を対象に、早くからレターボックス化、スーパーの挿入等の措置を波状的に
講じ、問合せの前倒しを図ることが効果的。

○電話問合せの前倒しが必ずしも十分ではない場合、７月１日に過度に問合せが集中し、コール
センター等における電話対応のみならず、電器店や工事業者等による現場対応にも支障が生
ずることが懸念される。

１ヶ月前

１ヶ月前

約４倍

約２７倍

図１８ アナ変時の受信相談コール数の推移

（２００６年１０月１１日 Ｎ中継局 停波）

図１９ アナ変時の受信相談コール数の推移

（２００５年３月２９日 Ｔ中継局停波） 資料提供：ＮＨＫ
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【参考】他の停波時における入電状況

１０日前の約４倍

のコール数に留まるのコ ル数に留まる

図２０ ＢＳアナログハイビジョン放送終了時の入電数の推移
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図２１ 米国の地上デジタル放送移行時の入電数の推移 （コールセンター設置期間：2008年12月7日～現在、ピーク時入電件数：317,450件）
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１２．問合せコール集中時における現場対応を要するケース

◆ 年 月1日の ナ グ放送番組終了時に集中が見込ま◆２３年７月1日のアナログ放送番組終了時に集中が見込ま

れる 問合せのうち、事前の周知・支援の程度により全体の

２％～２０％程度がアンテナ工事等、現場対応が必要と

地デジコールセンターにおける相談内容（件数）

（1人の相談から複数回答あり）

（2009年4月～2010年3月）

受信 リア
案内,

2.6%
その他

図２２

現場対応は約２％

なる見込み。

◆普及率１００％ピーク時のコール数を仮に６０万件と想定し

受信機器期・

設備改修価格,

3.1%

受信エリア・

送信緒元,

18.1%

受信方法,

13.1%苦情要望,

8.9%

た場合は、１．２万件～１２万件の現場対応が必要。

◆７月1日にテレビ画面が「ブルーバック」に変わる世帯のうち、
・全体の約３ ４％がデジサポを案内しており、これらが現場対応に

1.3%

28.9%
受信障害・

混信, 9.4% 受信機器・

設備, 14.6%

特徴

デジタル未対応(受信機・アンテナ・共聴施設)の世帯が多い

ほど、現場対応件数も増加する。

全体の約３．４％がデジサポを案内しており、これらが現場対応に
なるケースが多い。(上表の案内１３．１％の内数ほか)

・コール集中時にアナログ放送停波を単に確認するような簡易な相
談が仮に３０％程度を占めると仮定すると、現場対応を要するケー
スは約２．４％となる予測

BSアナログハイビジョン（AHV）放送終了時の問合せ状況

（2006年4月～2007年11月末)

その他

8%

FCCコールセンターへの問合せ状況

（ウィルミントン停波時）

（2008年9月8日～9月19日）
移行を

知らない

4 0%
その他

図２３ 図２４
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放送の停波を単純
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定
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に確認するケース

が３０％近くある。



１３.視聴者の声から見た
アナログ放送の終了に向けての課題と対応①放送 終 課題 ①

２１年度は２０年度の約２．４倍にあたる４５．４万件の相談が寄せられている。完全デジタル移行ま
で、あと５００日を切り、国民・視聴者からは切実な相談が増えている。

アナログ受信世帯が残らないよう、徹底した周知広報を行っていくとともに入電の状況に応じて、地
デジコールセンターの体制を順次強化していくことが必須である。

関係機関との連携を強化し、相談窓口へ早めに誘導するよう適切な周知広報を行うとともに、各段

コールセンターに寄せられた相談のうち、他の団体や窓口を案内する相談は１７．１万（37.6％）にも

階における相談体制のさらなる充実が必要である。

及ぶ。電話のかけ直しをお願いしても理解されず、苦情となってしまうこともある。

電話がたらい回しになることを極力避け、適切なソリューションをワンストップで提供するため、関係
団体のコールセンター機能の連携が必要である。

デジタル化に係る費用負担に関する苦情・要望が増加している。地デジチューナー支援施策はある
ものの、対象範囲を拡大すべきとの要望が多い。

生活保護等を受けていなくても経済的に困っている世帯があるが、現在の地デジチューナー支援で
は対象になっていないとの指摘がある。地デジへの確実な移行を図るためには、支援の対象範囲
や支援内容について、改めて検討を行う必要があると考える。
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１３．視聴者の声から見た
アナログ放送の終了に向けての課題と対応②放送 終 課題 ②

アンテナ工事をしたが映らない、電気店から難視聴地域と言われた等、個別受信に関する相談が
増えている。アナログ終了時期が近づくにつれ、これらの相談は増加するものと推測する。

地デジ移行したいのに映らない世帯を完全に救済していくため、デジサポ等が実施している現地対
応をさらに積極的に展開していくことが必要である。

受信障害対策共聴施設の管理者や利用者の当事者意識が希薄で、地デジ化改修や個別受信の
普及に向けた取組を行っていない施設も多い。

“デジタ 施策だからビ 側 責任 な ” “無料 施設を きた 個 受“デジタル化は国の施策だからビル側には責任はない”、“無料で施設を利用してきたのに個別受
信経費の負担には納得できない”など、支援策の拡大を求める声も多い。

受信障害対策施設の地デジ化は当事者間の責任で行っていただくことを周知徹底していくととも
に 助成金の活用拡大やデジサポ法律家相談の 層の利用促進などを進める とが重要である

賃貸の集合住宅では、デジタル化改修をアナログ終了時まで延伸すると判断している

に、助成金の活用拡大やデジサポ法律家相談の一層の利用促進などを進めることが重要である。

賃貸の集合住宅では、デジタル化改修をアナ グ終了時まで延伸すると判断している
オーナーもおり、入居者の要望に応えていないケースが多い。

賃貸集合住宅のオーナー組織や不動産業界などへの周知・広報をさらに強化し、早期
改修へ結びつけていく必要がある。
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改修へ結びつけていく必要がある。



１３．視聴者の声から見た
アナログ放送の終了に向けての課題と対応③

３月から放送を開始した地デジ難視対策衛星放送の対象地域拡大の要望が多い。“対象地域が公
開されたが、これだけか”、“電気店から難視地域といわれたがリストにない、いつ対象となるのか”、
“対象地域はいつ拡大、公開されるのか”など、受信困難地域からの切実な相談が多い。

放送 終 課題 ③

対象地域はいつ拡大、公開されるのか など、受信困難地域からの切実な相談が多い。

地デジ難視対策衛星放送は最後の手段であり、その趣旨をきちんと伝えることが重要。一方、受信
困難との情報については、十分把握の上、デジサポ・地域協議会と連携し、早期に難視状況の把
握とその対策を検討し 住民に情報提供することが必要である

デジタル移行経費を低減するため、デジタルチューナーの使用を勧めることが多いが、簡易チュー

握とその対策を検討し、住民に情報提供することが必要である。

ナーが購入できる販売店が近くにない、など、簡易チューナーの販路拡大を望む声が多い。

現在、簡易チューナーの販路は限定されており、全国各地で手軽に購入できる環境にはない。地域
の電気店をはじめ量販店や電気店以外の流通経路を確保し、簡易チューナーの供給が全国隅々ま
でいき渡ることが必要である。

ケーブルテレビ事業者の行き過ぎた営業活動に対する苦情は９３件で２０年度と比較し 大幅に減ケ ブルテレビ事業者の行き過ぎた営業活動に対する苦情は９３件で２０年度と比較し、大幅に減
少した。

件数は減少したものの、個別の相談内容は深刻である。ケーブルテレビに係る経費や契約条件が
十分理解されないまま契約してしまうケースも多い。営業員の執拗な訪問や地デジの知識不足を指十分理解されないまま契約してしまうケ スも多い。営業員の執拗な訪問や地デジの知識不足を指
摘する声もあり、研修・教育の徹底が重要である。
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１４．アナログ放送終了時期の電話相談対応体制

地上アナログ放送の終了は、受信対策としてはこれまでにない大規模な事業となる

見込みである。

終了対策を円滑に進めるためには、電話相談の入電時期を前倒して分散し混乱を

アナログ

回避するとともに、関連団体の連携を強化し、ワンストップで対応できる体制を構築す

ることが必要である。

アナログ

アナログ

アナログ

（１）アナログ放送による事前周知の強化

○コール集中を回避するため、放送事業者による「常時レターボックス化」による連続
告知スーパーの早期実施。

○アナログ放送終了のリハーサル（番組終了告知放送実験：ブルーバック画面／ソフ
ト停波実験：ザラザラ画面）を可能な限り実施し、地デジ化促進を喚起。

○実感の持てる地デジ化促進番組（受信形態別など、地デジ準備の具体的内容を優
しく解説するものなど）しく解説するものなど）

（２）相談者へのフォロー

○関係団体の協力を得て、統一マニュアルによる相談体制を構築。

○公共施設のロビー等を借用して相談所を開設する。(電話応対で説明しきれない案
件を相談所へ誘導)

○駆 込 事注文等 る混乱を避 るため 現場対応体制 確立
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○駆け込み工事注文等による混乱を避けるための現場対応体制の確立。



付表 平成２１年度相談結果
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